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はじめに

　2011年（平成23年）３月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、東日本大震災をもたらした。この東日本

大震災では、地震や津波などにより、甚大な被害が生じた。そこで、東日本大震災における学校等での経験

を把握・分析し、その教訓を次代を担う子どもたちに伝えるとともに、児童生徒等の危険予測・危険回避能

力を高めるための防災教育・防災管理等を見直すため、防災教育や防災の専門家からなる有識者会議が2011

年（平成23年）７月に設置され、調査・審議が行われた。2012年（平成24年）７月、「東日本大震災を受け

た防災教育・防災管理等に関する有識者会議」最終報告が公表された（東日本大震災を受けた防災教育・防

災管理等に関する有識者会議，2012）。この報告書では「防災教育の指導時間の確保と系統的・体系的な整

理」において「現在の学校教育においては、防災を含めた安全教育の時間数は限られており、主体的に行動

する態度の育成には不十分であり、各学校において、関連する教科等での指導の時間が確保できるよう検討

する必要がある」と示されている。「地震・津波災害以外の自然災害への留意点」においては「自らに迫る

危機に対して、状況を基に判断し、主体的に行動する態度を身につけることは災害の種類に関係なく、全て

の児童生徒等にとって必要である」と記されている。また、気象災害についても無視できないこと、台風や

集中豪雨により児童生徒が被害を受けた例があることが記されている。さらに、「各地域により災害の特徴

は異なる。各地域でも、自然災害や地域の気象特性を熟知した都道府県や市町村の防災担当部局や気象台、

消防機関等と連携し、地域の実情に応じた教材を開発することなどの対応が必要である」と示されている。

１．研究の目的

　小学校の第５学年の理科において「天気の変化」を学習する（文部科学省，2008a）。小学校学習指導要

領解説理科編では、第５学年「天気の変化」において「生活との関連としては、長雨や集中豪雨、台風など

の気象情報から、自然災害を取り上げることが考えられる」と示されている（文部科学省，2008b）。東日

本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議（2012）には理科教育に関する文言はみられな

いが、第５学年の理科「天気の変化」では、この報告書の趣旨をふまえた授業を実践することが可能と考え

られる。そこで、地域の実情に応じた教材を開発することを本研究の１つめの目的とした。また、開発した

教材を用いて授業を行い、児童の意識の変容と児童の主体的な行動という２つの観点から授業実践の教育効

果を検証し、議論することを本研究の２つめの目的とした。
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２．教材の開発

２－１　地域の状況と児童の状況

　下関市立小月小学校の校区（本稿では小月地区と称する）は、過去に何度も台風の接近に伴って高潮によ

る被害を受けた地域であり、平成時代においても２度の大きな被害が発生している（表１）。そこで、小月

地区では高潮堤を構築するなど2003年度（平成15年度）より重点的に整備が進められた。構築された高潮堤

は1999年（平成11年）の台風18号と同規模の高潮に対しても浸水被害が出ないように設計されている。高潮

堤を構築後、小月地区では高潮の被害はでていない。なお、この他、防災行政無線や防災メールシステムの

整備、避難所の海抜表示といった対策も行われている（上野氏，私信）。

　児童（2012年度（平成24年度）の第５学年の子ども）が生まれたのは、2001年（平成13年）４月～2002年

（平成14年）３月である。1999年（平成11年）に児童は生まれていないが、2004年（平成16年）には生まれ

ていた。ただし、当時、児童は２～３歳であり、2004年（平成16年）の台風18号による小月地区の高潮の被

害のことは児童の記憶には残っていない状況であった。

表１　台風の接近に伴う高潮による小月地区の被害状況

２－２　教材化

２－２－１　台風の進路の教材化

　小月地区に接近した３つの台風（1996年（平成８年）６月の台風８

号，2004年（平成16年）７月の台風10号，2007年（平成19年）８月の台

風５号）の教材化を図った。この３つの台風の進路を調べ、得られた

データをもとに図１のように電子黒板を使って台風の進路を提示できる

ようにした。このとき、画面上で小月地区を赤色の丸印で示した。この

教材は児童に台風の進路を予想させ、話し合わせる場面で用いた。

２－２－２　自然災害の教材化

　表１に示したように1999年（平成11年）の台風18号によって小月地

区は高潮の被害を受けた。この自然災害の教材化を図るために、高潮の被害を受けた小月地区のようすを撮

影した写真、また、当時発刊された新聞（９月24日と９月25日の読売新聞，山口新聞）を小月公民館を通し

て入手した。なお、写真と新聞は主に郷土史家の藤田氏が所蔵していたものである。写真と新聞を画像とし

てパソコンに取り入れ、児童が画像を見て高潮の被害を視覚的に認識できるようにした。高潮の被害を受け

た小月地区の写真を図２・図３に示す。この教材は児童に小月地区で起こった台風による自然災害を理解さ

せる場面で用いた。

被害を受けた日 台風 被害状況

1999年（平成11年）９月24日 18号 床上浸水88戸，床下浸水380戸など

2004年（平成16年）９月７日 18号 床上浸水10戸，床下浸水70戸など

図１　電子黒板による台風の

　　　進路の提示

図２　高潮の被害のようす 図３　高潮の被害のようす
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３．授業の実際

３－１　研究の対象と授業の構造

　授業を実践した学校は下関市立小月小学校であり、第５学年の２つの学級（58名：29名×２学級）を対象

として実施した。単元の展開は2011年度（23年度）版の学校図書の教科書（日高ほか，2011）に従った。こ

の教科書では、単元「天気の変化」の中の台風に関する内容を「台風の接近」として１学期に学習し、その

他の内容を「雲と天気の変化」として２学期に学習するようにしている。本稿では１学期に学習する「台風

の接近」を便宜的に小単元とする。この小単元「台風の接近」は2012年（平成24年）６月下旬～７月上旬に

かけて実施した。小単元「台風の接近」の授業時間数は３時間（授業①，授業②，授業③）である。授業①、

授業②は知識を習得する時間とし、授業③は学んだ知識を活用する時間とした。前述した教材（小月地区に

接近した３つの台風の進路，1999年（平成11年）の台風18号による自然災害）は授業③で使用した。

３－２　授業実践のようす

３－２－１　授業①

　授業①では、まず、一人ひとりの児童に台風について知っていることをイメージマップに書かせた（図

４）。その後、学級全体で、このイメージマップをもとに知ってい

ること、また、疑問に感じていることを発表させた。その結果、児

童からは「なぜ、台風は風が強いのだろうか」、「雨がたくさんふ

るのはどうしてだろうか」、「台風がうずをまいているのはどうし

てだろうか」といった疑問が出された。これらの疑問については、

教員が電子黒板を使って説明をした（図５）。次に、台風が接近し

たときのようす（沖縄県で撮影された動画）を児童に視聴させ、風

の強さや雨の量を確認した（図６）。

３－２－２　授業②

　授業②では、まず、６月、７月、８月の台風について数時間お

きに撮影された雲画像10枚をそれぞれ印刷して児童に渡し、台風

の進路の特徴を調べさせた（図７）。この活動を通して、児童は

台風がほぼ南から北へ動くというきまりがあることに気付くこと

ができた。さらに、６月、７月、８月の台風の進路を電子黒板で

示し、月別の台風の進路の特徴について確認した。次に、台風の

接近に伴う風の強さや雨量の変化を電子黒板で示し、台風が接近

するにつれて風が強くなり、雨量が大きくなることを確認した。

このとき、天気予報で使われる台風の予報円、暴風域、強風域と

いった用語について説明した。

図４　児童が書いたイメージマップ

図５　台風について教員が説明しているようす 図６　台風が接近したときのようすを児童が

　　　視聴しているようす

図７　台風の進路を児童が調べている

　　　ようす
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３－２－３　授業③

　授業③では、過去に小月地区に接近した３つの台風（1996年（平成８年）６月の台風８号，2004年（平成

16年）７月の台風10号，2007年（平成19年）８月の台風５号）を教材として、まず、台風の進路を予想させ

る活動を行った。児童からは「何月の台風かを教えてほしい」という希望があったため、各台風の発生月を

伝えた。一人ひとりの児童に各台風の進路を予想させた後、予想した台風の進路を学級全体で話し合わせた。

このとき、予想した根拠を示させ、電子黒板を使って話し合わせた（図８）。話し合いの後、教員は３つ台

風の実際の進路を電子黒板で示し、台風の進路は月別の台風の進路の特徴をもとにすると、ある程度、予想

できるが、不確実な面もあることを確認した。最後に、1999年（平成11年）９月24日、台風18号が小月地区

に接近し、高潮の被害を受けたことを画像（小月地区のようすを撮影した写真，当時発刊された新聞）で児

童に示し、説明した（図９）。また、児童が２～３歳のときにも、2004年（平成16年）の台風18号で高潮の

被害を受けたことを説明した。さらに、現在は、より高い堤防をつくり、1999年（平成11年）の台風18号と

同規模の高潮に対しても浸水被害が出ないようにしていることを伝えた。

４．調査の方法・分析の方法

４－１　自然災害に対する児童の意識

　自然災害に対する児童の意識が小単元「台風の接近」の前後において変容したのかを明らかにする目的で

質問紙法を用いて調査を行った。調査時は小単元「台風の接近」の開始前と終了後の２時点である。質問紙

において「今後、あなたの身の回りで災害が起こると思いますか」という教示を行い、４件法で調査した。

なお、この教示の前に「この質問紙でいう災害とは台風による被害のことです」と災害の種類を示しておい

た。４件法は、絶対に起こらないと思う（１点）、おそらく起こらないと思う（２点）、起こるかもしれな

いと思う（３点）、起こると思う（４点）とした。このようにして得られたデータをもとに、小単元「台風

の接近」の開始前の平均値（標準偏差）と終了後の平均値（標準偏差）を算出し、天井効果の有無（平均値

と標準偏差の和が４点以上であるか否か）を確認した。また、対応のあるｔ検定を行った。

４－２　台風が接近してきた際、児童が考える自分自身の行動

　小単元「台風の接近」の終了後、台風が接近した際、児童が考える自分自身の行動（自分がどのような行

動をとると考えているのか）を明らかにする目的で質問紙法を用いて調査を行った。質問紙において「小月

地区に台風が接近しています。あなたはどのような行動をとりますか」という教示を行い、自由記述で回答

を求めた。このようにして得られた回答を読み取り、内容の同質性に基づいて分類し、集計した。

４－３　実際に台風が接近した際の児童の情報収集

　小単元「台風の接近」の終了後、実際に台風が接近した際、児童が台風に関する情報収集を主体的に行っ

たか否か、また、情報収集を行った場合、どのような方法で行ったのかを調べることを目的に質問紙法を用

いて調査を行った。調査時は小月地区に台風が接近し、通過した直後である。つまり、2012年（平成24年）

７月に接近した台風７号が小月地区を通過した直後と2012年（平成24年）９月に接近した台風16号が小月地

区を通過した直後の２時点である。質問紙において「台風が接近していることについて、自分から何らかの

図８　台風の進路の予想を児童が発表している

　　　ようす

図９　小月地区の被害のようすを教員が

　　　説明しているようす
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情報を入手しましたか」という教示を行い、２件法（はい，いいえ）で調査した。さらに、2012年（平成24

年）９月に接近した台風16号の調査においては、「『はい』と答えた人に聞きます。その情報は何から入手

しましたか」という教示を行い、自由記述で回答を求めた。このようにして得られたデータをもとに、台風

ごとに１変量（自分から情報を入手した人数，入手しなかった人数）のカイ２乗検定を行った。また、回答

を読み取り、内容の同質性に基づいて分類し、集計した。

５．分析の結果・考察

５－１　自然災害に対する児童の意識

　自然災害に対する児童の意識の平均値（標準偏差）、天井効果の有無、対応のあるｔ検定の結果を表２に

示す。ｔ検定を行った結果、有意な差はみられなかった。小単元「台風の接近」の開始前と終了後において、

いずれも天井効果はみられていない。そのため、有意な差がみられなかった要因は天井効果の影響ではない

といえる。このことは、この小単元「台風の接近」を通して、児童の自然災害に対する意識が変容したとは

いいきれないことを示している。ここでいう災害とは台風による自然被害のことである。つまり、小単元

「台風の接近」の前後において、台風による自然災害に対する児童の意識が明瞭に変容したとはいえないと

いうことである。

表２　自然災害に対する児童の意識の平均値（標準偏差），天井効果の有無，ｔ検定の結果

５－２　台風が接近してきた際、児童が考える自分自身の行動

　小単元「台風の接近」の終了後、質問紙において「小月地区に台風が接近しています。あなたはどのよう

な行動をとりますか」という教示を行い、自由記述で回答を求めた。自由記述の回答者は53名であった。こ

の回答を読み取り、内容の同質性に基づいて分類し、集計した。その結果、「家の外にあるものを中に入れ

る」、「シャッターをしめる」、「懐中電灯を用意する」、「家の中ですごす」など、具体的な対策に関す

る記述が48名の児童にみられ、記述の内容に不適切なものはみられなかった。また、「天気予報を見る」、

「インターネットで調べる」など、情報の入手に関する記述が42名の児童にみられ、記述の内容に不適切な

ものはみられなかった。なお、具体的な対策に関する記述と情報の入手に関する記述を合計した数が、自由

記述の回答者数と一致しないのは、重複して記述されていた回答がみられたためである。具体的な対策につ

いて回答した児童数48名は全体の８割に該当し、また、情報の入手に関する記述について回答した児童数42

名は全体の７割に該当する。いずれも内容的に不適切なものがなかったことから、具体的な対策と情報の入

手という２点において概ね理解することができていると考えられる。

５－３　実際に台風が接近した際に児童がとった行動

　小単元「台風の接近」の終了後、２つの台風（2012（平成24年）年７月に接近した台風７号，９月に接近

した台風16号）が接近した。台風の接近時に自分から情報を入手した人数と入手しなかった人数、カイ２乗

検定の結果を表３に示す。いずれもカイ２乗検定の結果が有意であった。このことから、自分から情報を入

手した人数と入手しなかった人数の間には偏りがみられたといえる。

　2012年（平成24年）９月に接近した台風16号の情報を自分から入手した人は50名であった。その入手先を

調べ、集計した結果、テレビが44名、家族が４名、インターネットが３名、新聞が１名であった。なお、テ

レビ、家族、インターネット、新聞を合計した数が、自分から情報を入手した人数と一致しないのは、重複

して記述されていた回答がみられたためである。

質問項目

小単元「台風の接近」
の開始前

小単元「台風の接近」
の終了後

ｔ検定の結果

平均値
（標準偏差）

天井
効果

平均値
（標準偏差）

天井
効果

ｔ値 ｐ

今後、あなたの身の回りで災害が
起こると思いますか

2.64
（0.61）

‐
2.71

（0.65）
‐ 0.85 n.s.

N=58，min=1 max=4，天井効果 有：●　無：‐ df=57，* p<0.05 ** p<0.01 *** p<0.001



−56−

　さて、自分から情報を入手した人数は、台風７号のときに46名、台風16号のときに50名であり、これらの

人数は全体の８割前後に該当し、また、自分から情報を入手した人数と入手しなかった人数の間には偏りが

みられた。これらのことから、実際に台風が接近してきた際、多くの児童が主体的に情報を入手したといえ

る。

表３　自分から情報を入手した人数と入手しなかった人数，カイ２乗検定の結果

おわりに

　本研究では、小月地区に接近した３つの台風（1996年（平成８年）６月の台風８号，2004年（平成16年）

７月の台風10号，2007年（平成19年）８月の台風５号）の進路を調べ、児童が台風の進路を予想する活動を

授業に取り入れた。また、1999年（平成11年）９月24日に台風18号が小月地区に接近し、同地区が受けた高

潮の被害の教材化を図り、被害を受けた状況の写真と当時の新聞を児童が画像として見ることができるよう

にした。本研究では、このようにして地域の実情に応じた教材を開発した。

　また、本研究では、知識を習得し、学んだ知識を活用する学習活動に、上記の教材を取り入れ、実践した。

その結果、小単元「台風の接近」の前後において、台風による自然災害に対する児童の意識が明瞭に変容し

たとはいえなかった。この理由の１つとして、授業③で、高潮の被害を受けないように、より高い堤防をつ

くったことを説明したことが考えられる。2011年（平成23年）３月11日の東日本大震災では、想定外の地震

や津波が発生し、結果として甚大な被害が生じた。今後、「想定を超えた災害が起こりうる」というものの

見方を培う教育をする必要がある。また、２つめの理由として、時間数の少なさが考えられる。本実践では

授業中、小月地区に接近する３つの台風の進路を予想させたり、同地区が受けた高潮の被害のようすを画像

や新聞で見せたりしたが、小単元「台風の接近」の総時間数が３時間であり、自然災害に対する児童の意識

を明瞭に高めるには少なかったことが考えられる。今後、理科の他の単元において、また、他の教科と連携

を図り、指導の時間を確保することが大切と考えられる。

　小単元「台風の接近」の終了後、台風の接近に伴う行動として、児童の具体的な対策と情報の入手に関す

る理解は概ね適切であった。また、小単元「台風の接近」の終了後、２つの台風（2012年（平成24年）７月

に接近した台風７号，９月に接近した台風16号）が接近した際、実際に多くの児童が主体的に情報を入手し

ていた。これらのことは、状況を基に判断し、主体的に行動する態度を育成することにつながっていること

を示唆している。より一層の防災教育の充実が必要と考えられる。
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主体的な情報の入手 カイ２乗検定の結果

入手した人数
入手しなかった

人数
χ2値 p

台風９号 46 11 21.49 ***

台風16号 50 7 32.44 ***

df=1，* p<0.05 ** p<0.01 *** p<0.001
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